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1. 本コンソーシアムの概要 

1.1. 会長からのご挨拶 

デジタルアーカイブ推進コンソーシアム（略称 DAPCON）は 2017 年 4 月に発足した。そ

の背景を考えると、日本は技術立国として文化財のデジタル化技術の開発、データベース構

築を世界に先駆けて行なってきたが、文化立国としての長期的視点が十分でなく、その取り

組みは散発的で継続的に乏しいものであった。その結果、日本の知識基盤と産業基盤を支え

るはずのデジタルアーカイブについても、個別の取り組みが多く、継続性に欠け連携が取れ

ず世界に後れを取ることになった。 

デジタルアーカイブというと博物館や図書館の収蔵庫に大事にしまわれた文化財の保存と

公開という狭い分野の印象を持たれがちだが、本来は、それぞれの時代の最新の技術を用い

て、最新の情報を記録し、次世代へ伝えることで、ビジネスや外交交渉を有利に進め、教育

水準を高め、コミュニティの維持発展・文化アイデンティティの醸成を助けるものであり、

未来への基盤づくりなのである。 

産官学民一体となって日本のデジタルアーカイブ化を進め

る中で、本コンソーシアムは、その取り組みの継続性を担保す

るために必要不可欠な産業セクターの発展を生み出す力とな

り、様々な業態の関連企業が知恵を出し合い、デジタルアーカ

イブ産業としての底上げを図る場となるものである。そして、

ようやく国全体としてのデジタルアーカイブへの取り組みが

始まりつつある国会や政府、学界、様々なコンテンツホルダー

との緊密な連携の場となることを目指す。 

関連各界のご理解とご協力をお願い申し上げる。 

〔青柳正規会長〕    

 

1.2. 設立の趣旨 

我が国における産業振興、学術分野の発展、教育の向上、日常生活の充実等国民生活のあ

らゆる場面において、デジタルコンテンツの開発・活用は今後の発展のためには不可欠の要

因であり、それを支えるインフラとしてのデジタルアーカイブの整備・活用は我が国にとっ

て喫緊の課題となっている。しかし、欧米には言うに及ばず、中国、韓国などのアジア主要

国と比べても、我が国におけるデジタルアーカイブ整備は緒についたばかりであり、その促

進に向けた急速な取り組みが必要となっている。 

こうした状況を受けて、デジタルコンテンツの流通・利用とそれを支えるデジタルアーカ

イブの構築に関わる諸団体が連携し、その促進のため共通の課題解決に向けて取り組むため

にデジタルアーカイブ推進コンソーシアム（DAPCON）が 2017 年 4 月に発足した。 
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当面は産業活動の基盤となる、デジタルコンテンツ振興とデジタルアーカイブ利活用促進

に係る基本法の制定および関連諸施策の推進を、国会はじめ関連諸方面に働きかけることに

も重点的に取り組む。 

 

1.3. 活動概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔対象領域と活動領域〕 

 

上図、非競争領域整備のため、以下の１～４の４点についての活動を推進する。 

 

１ 日本の電子コンテンツ流通・利用促進のためのプラットフォーム形成 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

デジタルアーカイブ産業の範囲： 

電子コンテンツの生産者から消費者までの流通チャネル形成、電子コンテンツの蓄積、編集加工・キ
ュレーションなどの付加価値創造、流通調整、利用促進等、電子コンテンツ産業のプラットフォーム
機能を支える産業群 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

２ 関連法令整備、規制緩和、税制等への対応、個別のビジネスモデル構築の基準となる
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産業スキーム形成、標準化促進、人材確保等業界としての共通利益を追求 

３ 関連する大学、学会、府省、国の情報基盤整備機関、関連業界等との連携 

４ 海外展開のための基盤整備 

 

1.4. 組織図 

 

 

 

〔組織図〕 

 

 

1.5. 組織構成 

1.5.1. 役員 

会長  青柳 正規（東京大学名誉教授） 

副会長 岩嵜 孝志（富士フイルム株式会社 取締役 常務執行役員） 

副会長 北島 元治（大日本印刷株式会社 専務執行役員） 

顧問  長尾  真（京都大学名誉教授） 

顧問  中山 信弘（東京大学名誉教授） 

顧問  原島  博（東京大学名誉教授） 

顧問  御厨  貴（東京大学名誉教授） 

事務局長 長丁 光則（東京大学特任教授） 

監事  丸善雄松堂株式会社 

幹事  以下幹事社（11 社） 
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1.5.2. 幹事 

（五十音順） 

株式会社 IMAGICA Lab. 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

Oracle Corporation 

ソニーストレージメディアソリューションズ株式会社 

大日本印刷株式会社 

寺田倉庫株式会社 

日本ユニシス株式会社 

富士通株式会社 

富士フイルム株式会社 

株式会社ブックスキャン 

ヤフー株式会社 

 

1.5.3. 会員 

（五十音順） 

株式会社ヴィアックス 

株式会社 KADOKAWA 

キヤノン株式会社 

TRC−ADEAC株式会社 

株式会社野村総合研究所 

株式会社博報堂 

パンチ工業株式会社 

株式会社日立製作所 

方正株式会社 

丸善雄松堂株式会社 

株式会社ワンビシアーカイブズ 

 

1.5.4. 事務局 

東京大学大学院情報学環 DNP 学術電子コンテンツ研究寄付講座 
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2. 年間活動報告 

2.1. 設立 1 周年記念シンポジウム 

6 月 13 日、赤坂インターシティコンファレンスにて「コンテンツ流通・利用の発展のため

に何が必要か」と題し、DAPCON 設立 1 周年記念シンポジウムをパネルディスカッション

形式で行った。パネリストは、骨董通り法律事務所代表パートナー弁護士 福井健策氏、ヤフ

ー株式会社取締役会長（現 東京都副知事）宮坂学氏、東京大学大学院情報学環特任教授 柳

与志夫氏の 3 名。はじめに司会を務めた福井氏が「所有権」「肖像権」「擬似著作権」などの

問題と実態についてスライドの資料と共に紹介し、それを踏まえた今後のデジタルアーカイ

ブの在り方についてのディスカッションとなった。以下、要約を掲載する。 

 

◆デジタルの特性を活かしコンテンツの絶対数を増やす 

柳：ネット情報はどこもコンテンツが有り余っているように見える。しかし、すぐ使える、

使い方がわかる、そして使う価値があるコンテンツとなると、まだまだ不足している。すぐ

に使える形式のものが少なく、そもそも「デジタル」という特性が活かされていないものば

かり。たとえば、本の売り上げが落ちている中、電子書籍は伸びているが、ほとんどが漫画

のデジタル版。「電子」書籍とはいえ、本をデジタル化した以上のものになっていない。本来、

デジタルコンテンツといえば、インタラクティブであったり、マルチメディアで使えたり、

オープンテクストで周辺にあるさまざまな情報を取り込めるものだ。しかし、電子書籍はそ

れが実現できていない。デジタルコンテンツは、現状ではいわゆる専門店ばかりで、コンビ

ニ的な「とりあえず」という使い方がしにくい。既存サービスに Google や Yahoo!はあるが、

もっと別の、拠点になるデジタルアーカイブが必要ではないか。 

宮坂：大きな変化として、データの保存コストが爆発的に下がっている。従来録画はビデオ

デッキに繰り返し上書きしていた。しかし、今は基本的に全チャンネル全時間、つまり全録

する。写真もスマホで撮影したものを全録。アーカイブの方法が、「選んで残す」から「全て

を残す」に変化した。もはや大全録時代になってきている。 

全録できるとなると、残すべき未開拓の大ジャンルに、ビジネス社会の出来事がある。社会

の大きなセクターとして企業はあるが、企業の歴史は上書きし放題である。取締役会などの

企業の意思決定がブラックボックスのまま。 

例えばバブル時の出来事は本が多数出ているとはいえ、実際どうであったかはわからない。

30 年スパンくらいで見ると、もう時効だから公開すれば良いと思うが、おそらく記録が残っ

ていない。こうした記録も、半世紀も経過した上での公開なら、実はこうであったと公表で

きることが数多くあるはず。ゆえに現在は、ビジネス社会の出来事、いつ何が本当に起こっ

ていたのかを、デジタルアーカイブの大きなライブラリとして構築していくチャンスである。 

 

 



７ 

 

◆日本の「知の集積」を国内に保管しないことの危険性 

次に大切なことは、残せるデータが増えると、それを保存するためのロケーションが重要に

なるということ。知の集積である国立国会図書館は国内にあるのが当り前であるように、デ

ータの保存場所は日本の法律下に置くべきである。クラウドは世界中に散在しているが、マ

スターのデータは日本国内に置くべき。アーカイブを残すということイコール歴史を残すと

いうこと。長い目で見て、国の重要資産として守る必要がある。 

そして、データをしっかりと貯めておくこと。現状では、100 年後の人々に、ストレージが

安価だった時代になぜデータを蓄積していないのかと思われるだろう。 

柳：では、何のデータをアーカイブしておくのか。家庭でも組織でも自由にデータを蓄積し

て良いでしょう。しかし、その中から選び抽出する機能が必要になる。 

現在、国立国会図書館は、ジャパンサーチ構想のもと、大量に収集していこうとしている。

では、その後どう活用するのか。企業とどう結びつくのか、DAPCON とどう協業していける

のかが鍵となる。 

福井：デジタルライセンス市場を、DAPCON が立ち上げるという構想はありえる？ 

柳：DAPOCON が作られた目的のひとつはまさにそれだと思う。 

宮坂：保管するデータ量を増やし、日本の法律の及ぶところに置く。その環境として、デー

タセンターがキーとなる。例えば Google は、世界中のインターネットのアーカイブを作ろう

としているといえる。まさに全録。Twitter は世界中の一言コメントを全録している。フリッ

カーの創業者は「フリッカーはグローバルアイ」になると言っていた。今は Instagram がそ

うなっている。世界の人の目は Instagram 上に保存されていると言ってよい。これら多くの

プラットフォームは米国西海岸発で、少なくとも我々の手は及ばない。これからはデータが

100 年とか 200 年、1000 年というスパンで残る。国と国の関係性が今後も変わらず良好であ

る保証もない。リスクを回避するために自国のデータは自国に置くべき。官か民かという議

論を超えて、まずは国内に存在させる。そのために日本のデータセンターを育てなければな

らない。 

歴史は捻じ曲げられていく。真実の記録があり歴史の検証がなされるべき 

福井：全録時代だからこそ残せる。しかし実際には残していない。特に企業が実践していな

いようだが？ 

宮坂：組織が身を律せずに暴走すると問題になる。身を律するひとつの方法が情報公開では

ないか。「ダークアーカイブ」という言葉になっているが、今すぐに公開となると誰もしゃべ

れないことでも、50 年後なら公開できるものもある。未だにバブルがなぜ起きたのか検証で

きていない。当時のリアルなやりとりが残っていれば、事実を分析でき今後の教訓になる。

事実が判明しないから、各々が都合よく主張しあっているだけで真実がわからない。ダーク

アーカイブができるということは、ガバナンスの視点からも価値がある。 

柳：企業の方と話していると、例えば商品開発のためにリサーチした資料など、出しても構

わないものは沢山ある。社史作りのために集めた資料などは、公開してもメリットがなく、
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むしろコストだけがかかる。その会社にとっては実にならずお蔵入りしても、他の組織にと

っては有益な情報ということもあるはず。それを公開することに意義を見出せる仕組みを作

ることができればいい。デジタルライセンス市場の仕組み作りをするのは、DAPCON の大き

な役目だろう。 

本パネルディスカッションでは、デジタルアーカイブ活用のための土壌作りについて、多方

面から見た有意義な見解が得られた。 

 

2.2. デジタルアーカイブ分野の人材育成 

DAPCON 加盟社におけるデジタルアーカイブ事業の中核を担う人材の育成を目的に、昨

年度に引き続き連続セミナーを開催した。受講者は昨年度の 16 名から 9 名に減少はしたが、

昨年度の意見や反省をもとにプログラムの充実を図った。1 泊 2 日の合宿は加盟社間の人脈

作りにとても有効なためもっと早めに実施するべきとの受講者の意見をもとに第 4 回目に早

めて実施することとした。また有識者・専門家による講義形式のセミナー（第 2 回、第 3 回）

は受講者だけでなく DAPCON 加盟社複数名参加を可とし、より広く知識を共有できるよう

にした。 

〔セミナープログラム〕 

回 実施日 セミナー内容 講師 

1 2018/7/11 講義とグループ討論： 

デジタルアーカイブとは何か 

柳与志夫（東京大学情報学環特任教授） 

生貝直人（東洋大学准教授・東京大学情報学環

客員准教授） 

2 2018/8/22 講義：デジタルアーカイブに関わる最新

動向：技術編 

時実象一（東京大学高等客員研究員） 

3 2018/10/12 講義：デジタルアーカイブに関わる最新

動向：法律編 

福井健策（骨董通り法律事務所代表パートナー

弁護士） 

4 2018/10/29～30 

（箱根合宿） 

講義とグループ討論：デジタルアーカイ

ブ事業創出 

柳与志夫（東京大学情報学環特任教授） 

長丁光則（DAPCON事務局長） 

時実象一（東京大学情報学環高等客員研究員） 

生貝直人（東洋大学准教授・東京大学情報学環

客員准教授） 

高野明彦（国立情報学研究所教授） 

原田隆史（同志社大学教授） 

5 2018/11/8 講義とグループ討論：産学連携のあり方 吉見俊哉（東京大学情報学環教授） 

長丁光則（デジタルアーカイブ推進コンソーシア

ム事務局長） 
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《参加企業（全 9 社）》※五十音順 

株式会社 IMAGICA Lab. 

株式会社ヴィアックス 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

大日本印刷株式会社 

TRC−ADEAC株式会社 

株式会社野村総合研究所 

パンチ工業株式会社 

富士フイルム株式会社 

丸善雄松堂株式会社 

 

 

 

〔第 3回目：デジタルアーカイブに関わる最新動向：法律編（福井健策先生）〕 

 

 

 

 

 

 

〔第 4回目：箱根合宿 DNP創発の杜・箱根芦ノ湖山荘にて〕 
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2.3. プロジェクト・検討委員会関連 

2.3.1. パイロット事業 

わが国の地域文化資源を発掘し観光資源としてデジタルアーカイブ化することで、地方創

生に役立てる。また、業界を束ねた本コンソーシアムがその手法と運用の標準化を図り、単

独ではハードルの高い自治体でのデジタルアーカイブ事業のネックを解消していく、との目

的のもと、事業化に向けた企画検討と各所との連携活動を実施した。 

 

（１）地方創生とデジタルアーカイブの課題、および解決に向けた考え方 

地方創生とデジタルアーカイブの課題として、下記が挙げられる。 

・デジタルアーカイブ事業は地方自治体での単年度予算では継続が難しく単発で終わって

しまう。 

・地域文化の資源化や観光事業は地方自治体単独では限界があり、もっと広いエリアで連

携する必要がある。 

・文化視点（文化庁）あるいは経済視点（経産省）といった括りでは地方創生事業は難し

い。 

・一過性のビッグデータ活用だけでなく、長期に亘るアーカイブデータ活用が必要である。

これらの課題を解決するためには、組織を横断的に連携することや、長期的にデジタル

アーカイブを活用する仕組みづくりが必要である。 

 

（２）目的と期待効果 

当パイロット事業の目的は、わが国の文化資源を発掘し観光資源化するために、日本全

国の地域文化資源をデジタルアーカイブ化するとともに集約・価値化を行い、地方創生の

ための利活用コンテンツとして地域経済活動に貢献することである。また、DAPCON が

その手法と運用の標準化を図り、単独ではハードルの高い自治体でのデジタルアーカイブ

事業のネックを解消する。 

そしてその期待効果として、下記が挙げられる。 

 

～国にとって～ 

・地域文化資源を掘り起こし、観光資源化することにより地方創生を加速化できる。 

～地方自治体にとって～ 

・予算のつきにくいデジタル化事業を標準的な手法で効率よく実行できる。 

・DAPCON と DA 学会の支援により、地域アーカイブの人材発掘と育成が可能になる。 

～ユーザ（利用者）にとって～ 

・自治体単独の事業でなく日本全国規模の事業ゆえに、｢日本の地域文化観光資源｣を網羅

的に利用できる。（多角的な閲覧鑑賞が可能になる。） 
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～デジタルアーカイブ関連事業者にとって～ 

・共通のプラットフォームと業務フローが適用できるため、効率よく品質の高いサービス

を提供できる。 

 

（３）パイロット事業の概要 

地域文化資源デジタルアーカイブのポータルサイトを構築し、地方自治体・地方企業・地

方大学・小中高の各校などの様々なコンテンツホルダーから、地域文化資源を収集・蓄積し

ていく。そして蓄積された地域文化資源を学校教育や観光事業などに活用し、地域創生に繋

げていく。 

また、対象地域として岐阜・長野・山梨・静岡・富山の 5 県が挙げられたがまずは岐阜県

を対象地域とすることにした。 

 

（４）岐阜女子大学との連携 

岐阜女子大学は、デジタルアーカイブ専攻を設置するなど以前よりデジタルアーカイブに

積極的に取り組んでおり、高校生や大学・大学院・一般の方を対象にした講習会やデジタル

アーカイブコンクールを主催しデジタルアーカイブの普及を推進している。 

平成 29 年度から 5 年間にわたる文部科学省の私立大学研究ブランディング事業「地域資

源デジタルアーカイブによる知の拠点形成のための基盤整備」では、岐阜県の文化遺産や伝

統文化産業等地域資源のデジタルアーカイブ化に精力的に取り組んでいる。 

さらに、これまでデジタルアーカイブ化された全国各地の地域資源を Web ページや冊子

「おうらい」で紹介し、沖縄修学旅行生への旅行中の学習サポートに役立てるなど、多数の

活用実績を残している。 

このように先進的にデジタルアーカイブに取り組んでいる岐阜女子大学と連携し、パイロ

ット事業を進めていくことを検討した。〔岐阜女子大学との連携イメージ〕〔具体的な取り組

み検討案〕参照。 
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〔岐阜女子大学との連携イメージ〕 

 

 

 

 

〔具体的な取り組み検討案〕 
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2.3.2. データ活用持続可能性検討委員会 

2018 年 5 月に発足し、月１回のペースで開催した「データ活用の持続可能性検討委員会」

ではデジタルコンテンツの保存・活用に関わる課題設定や解決策について検討を進めた。 

 

（１）設立の趣旨 

ICT/IoT で発生する膨大なデータの保存活用を核とするデジタルアーカイブ産業の発展に

とって、我が国におけるデジタルコンテンツの保存・活用に関わる技術的・制度的共通基盤

の整備は不可欠の要件である。そのための課題設定と解決策を探るための検討委員会として

発足した。 

 

（２）検討事項 

本検討委員会では下記の４つの項目について、検討を進めた。 

① 民産官学すべてのセクターで産み出される大量のデジタルデータの長期間の利活用を

前提とした、保存様式・媒体・設備等及びそれらの維持管理のあり方 

② 共同データの二次利用促進のための情報空間デザイン・制度整備の方向性 

③ 共同データ保存活用センターのあり方 

④ その他国レベルの大量データ保存活用に関わる仕組みづくり 

 

（３）構成メンバー 

 ＜研究者所属＞ 

  京都大学東南アジア地域研究研究所 

  慶應義塾大学理工学部情報工学科 

  東京大学情報基盤センター 

  筑波大学図書館情報メディア系 

 

 ＜DAPCON からの参加企業＞ 

  株式会社 IMAGICA Lab. 

  キヤノン株式会社 

  ソニーストレージメディアソリューションズ株式会社 

  寺田倉庫株式会社 

  日本オラクル株式会社 

  富士通株式会社 

  富士フイルム株式会社 

  株式会社ワンビシアーカイブズ 
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（４）目指すべきデータアーカイブ産業プラットフォームのスキーム 

検討委員会にて以下の図のとおり目指すべきスキームイメージを作成した。 

 

 

〔目指すべきデータアーカイブ産業プラットフォームのスキーム〕 

 

 

（５）本検討委員会及び PoCの進め方について 

本検討委員会を A,B,C の３つに分け検討を進めた。 

 

【A.大量データ保存・活用モデルのための PoC の実施】 

・PoC の内容については、「流通フォーマットとしてのデジタルチラシ」の形成と流通をテ

ーマに実施する。 

・本検討会の中に企画・実施のための分科会を設置する。 

・実施のための体制と予算確保（政府補助金の獲得を主眼とする）を行う。 

・補助金獲得先としては、総務省（SCOPE 社会展開指向型研究開発プログラム、ICT イノ

ベーション創出チャレンジプログラム）、経済産業省（学びと社会の連携促進事業「未来

の教室」、Connected Industries 推進のための協調領域データ共有・AI システム開発促
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進事業）を対象に考える。 

 

【B.大量データ保存活用社会に関わる諸課題に関する勉強会の開催】 

・学術・実務の両面から標記に関する新しい方向性・アイディアを出すことを目的として、

月 1 回フリーディスカッションを旨とする勉強会を杉本委員長主宰で開催する。 

・各回は、研究者 1 名に発題をお願いし、最新の研究動向や新しいアイディアについて提

案していただき、その後討論を行う。 

・討論の結果、具体的な検討が有効と思われる場合は、新しい分科会の設置も考慮する。 

・とりあえず 1 年間の継続を想定。 

 

【C.本検討会の継続】 

・年数回開催し、PoC 分科会及び勉強会の進捗状況及び今後の取組等について協議する。 

・本検討会、PoC 分科会、最新動向勉強会については、新規の参加を含め、改めてメンバ

ー構成を考慮する。 
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2.3.3. 書籍等テキストデータ再活用推進検討会 

（１）設立の趣旨と目的 

商用のデジタル書籍やインターネット上のテキスト情報と並んで、個別の各種図書館、民

間文献デジタル化事業者、一般企業等には大量の書籍等デジタルテキストデータが蓄積され

ている。しかしそれらは、組織的・法制度的・経済的な壁によって隔てられ、共通のデータ

として利用できる仕組みにはなっていないのが現状である。また、出版社との利害調整も大

きな課題である。そこで、個別に蓄積されたデジタルデータをネットワーク化・共同化（共

有化ではない）・デジタルアーカイブ化し、統合的に利用することによって、新たなコンテン

ツビジネスを創出するための制度整備を考える検討会を DAPCON に設置することとし、

2018 年 11 月に発足した。 

 

（２）検討事項 

① 書籍・書類等民間蓄積テキストデータの概要と特徴の把握  

② データのネットワーク化・共同化・デジタルアーカイブ化と流通促進に係る技術的・法

制度的・経済的課題の抽出 

③ ビジネス化に向けての制度整備の方向性 

 

（３）構成メンバー 

＜外部有識者＞ 

生貝 直人 東洋大学准教授・東京大学客員准教授 

植村 八潮 専修大学教授・委員長 

島 裕 一般財団法人日本経済研究所 技術事業化支援センター エグゼクティブフ

ェロー 

原田 隆史 同志社大学教授 

藤森 純 弁護士 

＜DAPCON からの参加企業＞ 

富士通株式会社 

富士フイルム株式会社 

丸善雄松堂株式会社 

 

（４）検討期間 

2018 年 11 月～2019 年 3 月とした。 

 

（５）これまでの議論 

情報銀行やブロックチェーン、法制度、海外の補償金制度の事例など参加機関・企業間の
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情報交換をベースに、品切れ重版未定で流通していない本や絶版本の利活用を可能とするビ

ジネスモデルの創出について議論を進めた。以下に議論内容の抜粋を記載する。 

・品切れ重版未定の書籍について、出版社自身で保管しているケースが多い。しかし、保

存保管には費用がかかる。それらを展開し、ニーズが見えてきたら復刊するということ

も考えられる。 

・絶版本が図書館で貸し出しされているデータが取れれば、絶版本が再活用される可能性を見

出すことができるのではないか。 

・同時に貸し出された書籍のデータを取得することができれば、ある新刊に付随してニーズが生

まれた過去の本を出版社にフィードバックできる。 

・国からの予算ではなく、民間でビジネスという形で、資料のデジタル化・活用を実現していく必要

がある。 

・法律を改正し、自炊を代行しデータを安全に管理する「認定デジタルアーカイブ事業者」を作る

のはどうか。 

・活用を促進するためには、OCR の読取精度の向上や検索システムを整える必要がある。また、

OCRをかけていく作業も大変で、人手と時間が必要だ。 

・著作権法の改正により自炊データを残して全文検索にかけていくことはできるかもしれないが、

その目的が明確でないため、法的にはグレーである。→DAPCON が業界団体として行う、とい

うことにするのはどうか。「企業データをマイニングするために使う」という理由であれば良いので

はないか。 

 

（６）今後の進め方 

検討会は、2019 年度も引き続き存続し、以下の課題に取り組むこととなった。 

A. 絶版書籍コンテンツの流通促進策 

1. 自炊事業者等によるコンテンツ蓄積状況把握と問題点の整理 

2. 出版産業における絶版書籍の位置づけと問題点 

3. 絶版書籍コンテンツ流通促進のための課題と方策 

4. 著作権切れ・オーファン書籍コンテンツとの統合 

B. 絶版書籍テキストデータ提供を核とするビジネスモデル 

1. 新しいテキストデータ創出の可能性 

2. どのようなサービスシーンを想定した収益モデルが可能か 

3. それを可能にするための技術的・制度的・経済的・法的条件と解決の方策 

C. 書籍以外の主要テキストデータの利用可能性と条件 

1. 行政資料、地域資料、団体資料等テキストデータ 

2. ビジネス文書テキストデータ 

3. 学術情報テキストデータ 

4. 商用化の可能性とその条件・課題  



１８ 

 

 

2.4. 本コンソーシアムと公的機関の接触状況 

 

（１）内閣官房 

まち・ひと・しごと創生本部参事官とパイロット事業「デジタルアーカイブによる地方創

生」について定期的に意見交換し、進行状況について報告している。 

 

（２）内閣府 

本コンソーシアムの運営およびテーマについてデジタルアーカイブ担当の知財事務局幹部

と定期的に意見交換している。 

また、総会・幹事会などのイベントに参事官らを招待し活動に理解をいただいている。 

 

（３）総務省 

統括審議官、デジタルアーカイブ担当の室長らに活動状況の説明を行った。 

また同省の予算獲得を目指し、ビッグデータなどアーカイブドデータの利活用方法につい

て慶応義塾大学と共同研究しているテーマを同省 SCOPE に応募するためのプロジェクトを

継続推進している。 

 

（４）岐阜県高山市 

パイロット事業「デジタルアーカイブによる地方創生」の第 1 号パートナーとして選定し、

市長はじめ企画、ブランド、文化財など関連する部門の課長と推進方法、アーカイブ対象な

どについて定期的に会議を実施している。 

2020 年度をめどに街風景、産業アーカイブ、古文書などについて実施していく。 

 

（５）岐阜県岐阜市、白山市 

岐阜女子大とともに自治体としてのデジタルアーカイブの推進方向について意見交換を実

施した。 
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2.5. Europeana tech 視察ツアー 

2018 年 5 月 15～16 日、オランダのロッテルダムで開催された Europeana tech 2018 の視

察ツアーを DAPCON として開催した。帯同者として時実象一氏（東京大学大学院情報学環 

高等客員研究員）の協力を得て、緒方靖弘氏（寺田倉庫株式会社）と前沢克俊氏（大日本印

刷株式会社）が参加し、そのレポートをデジタルアーカイブ学会誌/2 巻（2018）4 号（p.385

～389）に発表した。（DOI：https://doi.org/10.24506/jsda.2.4_385） 

以下に転載する。 
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2.6. 幹事会・総会 

2.6.1. 幹事会 

4 月 25 日、9 月 28 日、2019 年 3 月 18 日の計 3 回、実施した。以下に各回の要旨を記載

する。 

（１）第 1回幹事会（2018年 4月 25日） 

■出席者（五十音順、敬称略） 

NTT データ、ソニーストレージメディアソリューションズ、大日本印刷、寺田倉庫、富士

通、富士フイルム、ブックスキャン、ヤフー、事務局 

 

■配布資料 

資料１ EuropeanaTech の視察について 

資料２ デジタルアーカイブ産業領域に関わる統計、指標等の整備に資する調査計画 

資料３ DAPCON パイロット事業「デジタルアーカイブを通じた地方創生」具体化検討

案 

資料４ デジタルアーカイブを通じた地方創生 実施ステップ及び企画化に向けた検討

課題 

資料５ DAPCON パイロット事業コンテンツ候補案 

資料６ 「データ活用の持続可能性検討委員会（仮称）」の立上げについて（案） 

資料７ 「民間デジタル化テキストデータ流通市場創出検討会（仮称）」の設置について

（提案） 

資料８ 日本教育財団との連携について（「デジタルアーカイブ論」シラバス 

資料９ DAPCON 設立 1 周年記念シンポジウム実施案 

資料 10 2018 年度 DAPCON 連続セミナー実施計画（案） 

 

■報告事項 

１ デジタルアーカイブ振興基本法（仮称）の状況 

・5 月 8 日の超党派議連の総会でたたき台案が報告される予定 。産業寄りの内容にな

っている。関連法案（著作権法など）の整備も含まれている。 

２ 継続会員及び新規会員の状況について継続会員及び新規会員の状況について 

・4 月 25 日時点で日時点で新規加入３社、退会３社、幹事社 11 社となった。 

・ほかに数社と新規加入について接触中。 

３ Europeana Tech について 

・配布資料の通り実施する。 

・視察成果は報告会で発表する。 
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■検討事項 

１ パイロット事業内容について 

・中部５県からとし、まずはスモールスタートで事務局中心に岐阜県から先行的に実行

していく。 

・4 月 26 日、総務省を訪問し企画案を説明する。 

２ 新検討会の立ち上げについて 

・「データ活用の持続可能性検討委員会（仮称）」の立上げについて、事務局より説明さ

れ承認された。 

・「民間デジタル化テキストデータ流通市場創出検討会（仮称）」は昨年の連続セミナー

の合宿にてあがった提案事項でもあり、それを受けて 検討会の立ち上げが事務局か

ら提案された。まだ提案レベルのため、さらに具体化検討し幹事会にて報告すること

にする。 

３ 日本教育財団との連携について 

・日本教育財団は東京モード学園、HAL、医療系大学等を運営している。 

・DAPCON に対して講義の依頼があり配布資料のシラバスを検討した。開講予定は 3

年半後。応諾の条件としては、DAPCON への加入を日本教育財団には提示している。 

・担当いただける授業を DAPCON 会員にご協力いただきたくお申出いただきたい。後

日、会員に対し講義担当の要請通知をすることを承認された。謝礼金は無し。 

４ DAPCON 設立１周年記念シンポジウムについて 

・パネリストは現在案に基づき交渉中。 

・配布資料の内容にて 会員限定で開催する。複数名の参加可。 

５ 今年度の DA 連続セミナー実施内容について 

・前回の受講者アンケートでの要望から、合宿は最終回ではなく間の回で開催すること

とし、今年度は 9 月 4,5 日に決定した。 

・受講生以外の会員社すべてを対象に行う最新情報セミナーの回 2 回と、研修生を各社

1 名に限定した講義＋討論の回 3 回（合宿を含む）に分けた。 

 

（２）第 2回幹事会（2018年 9月 28日） 

■出席者（五十音順、敬称略） 

IMAGICA Lab.、NTT データ、ソニーストレージメディアソリューションズ、大日本印

刷、寺田倉庫、富士通、富士フイルム、事務局 

■配布資料 

資料１ パイロット事業企画：岐阜女子大学との連携（具体案） 

資料２ DAPCON 連続セミナー合宿概要 
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資料３ 第４回連続セミナー（講演会）開催のご案内 

資料４ 「デジタルアーカイブ産業賞（仮称）」の創設及び選考委員会の設置について（案） 

資料５ 「デジタル教材開発パイロットプロジェクト」立ち上げに向けた協議について 

資料６ 「書籍等テキストデータ流通市場創出検討会（仮称）」の設置について（案） 

 

■報告事項 

１ パイロット事業検討状況 

・岐阜女子大学を訪問した結果、連携しパイロット事業を進めて行くことで合意した。 

・岐阜女子大学との連携に関するパイロット事業具体案についてはパイロット事業 WG

で検討を進めている。 

２ 連続セミナー合宿の日程再設定について 

・当初 9/4,5 に予定していたが台風のため、10/29,30 に延期することに決定した。受講

生として登録されている 9 名は全員参加の予定である。 

・その他概要については資料２に記載の通りである。 

３ 第４回連続セミナー（講演会）の開催 

・10/12（金）17:00〜19:00 に第４回連続セミナー（講演会）を東京大学本郷キャンパス

工学部２号館で開催する予定である。 

・「デジタルアーカイブに関わる最新動向：法律編」をテーマに、骨董通り法律事務所の

福井弁護士にご講演いただく。 

・各社複数名参加可としている。引き続き参加申込を受け付ける。 

 

■検討事項 

１ DAPCON「デジタルアーカイブ産業賞（仮称）」の創設について 

・DAPCON「デジタルアーカイブ産業賞（仮称）」の創設について、事務局より提案さ

れた。企画案は資料４に記載の通りである。 

・賞の創設および企画内容についてご意見等をメールベースで受け付ける。 

２ 「デジタル教材開発パイロットプロジェクト」立ち上げに向けた協議について 

・「デジタル教材開発パイロットプロジェクト」の立ち上げについて、事務局より提案さ

れた。年内に第２のパイロットプロジェクトとして立ち上げたい。 

・10 月中にメールベースでメンバーを募る。 

・その他の詳細については資料５に記載の通りである。 

３ 「書籍等テキストデータ流通市場創出検討会（仮称）」の立ち上げについて 

・「書籍等テキストデータ流通市場創出検討会（仮称）」の立ち上げについて、事務局よ

り提案され了承された。企画案は資料６に記載の通りである。 
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（２）第 3回幹事会（2019年 3月 18日） 

■出席者（五十音順、敬称略） 

IMAGICA Lab.、NTT データ、大日本印刷、寺田倉庫、富士通、富士フイルム、事務局 

 

■配布資料 

資料１ パイロット事業依頼文書 

資料２ 本検討会及び PoC の今後の進め方について 

資料３ 本検討会の今後の検討課題とスケジュール（案） 

資料４ 第 1 回デジタルアーカイブ産業賞推薦理由表 

資料５ DAPCON 連続セミナープログラム（予定） 

 

■報告事項 

１ パイロット事業の検討状況（資料１参照） 

・岐阜女子大学とパンチ工業株式会社とデジタル化作業を開始することが決定した。各

者に依頼文書を送付し、双方からすでにご承諾をいただいている。 

・4 月上旬にスキャニング作業を開始する。4 月中には対象物（一位一刀彫）のスキャニ

ング作業を終え、総会で成果を発表したい。 

２ 総務省案件への対応 

・デジタルファースト法案に関する紙ゼロ PJ について総務省松田室長からお話をいた

だいたが、DAPCON として引き受けることについて今回は見送ることにした。 

・総務省関連の案件については、データ活用持続可能性検討委員会で検討を進める。 

３ データ活用持続可能性検討委員会の状況（資料２参照） 

・A・B・C の３つの軸に分けて進めていく。 

・A では、金子先生（慶大）主導で PoC の内容および予算獲得などについて検討を進め

る。経産省については、様々な部門の方にお話を伺う必要がある。4 月以降接触を図る。

また、研究員を富士通と富士フイルムから１名ずつ選出していただいた。他社からも募

集する。 

・B では、杉本先生（筑波大）主導でデータ保存活用に関連する勉強会を実施する。 

４ 書籍等テキストデータ再活用推進検討会の状況（資料３参照） 

・次回の書籍等テキストデータ再活用推進検討会にて諮る予定の、今後の進め方につい

て共有した。 

・A → B → C の順番で検討を進め、報告書にまとめた上で問題提起を目的とした公開

フォーラムを開催したい。 

５ DAPCON 産業賞の選考結果（資料４参照） 

・資料の通り８件が選考委員会にて決定された。しかし、功労賞→貢献賞に変更する。 

・受賞各者（社）への連絡方法については、事務局で検討し方針をまとめた上で作業部
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会員に連絡する。→ツテがある受賞対象者については、担当者から事前に連絡を入れて

もらい、その後事務局から連絡する。 

・授賞式を 100 名程度の規模で、マスコミも呼んで盛大に行う。特別功労賞の月尾先生

に基調講演をしていただきたいので、事務局からコンタクトをとる。 

６ 市場調査報告書の取り扱い 

・別添資料に漏れがあったため、再送する。 

７ 年次報告書作成状況 

・昨年度と同様の形のものを想定し、作成に着手。 

８ 次年度連続セミナーの実施概要案（資料５参照） 

・例年と同様に、各社から１名受講者を選出してもらう。 

・OB 会を立ち上げる。 

９ 2019 年度総会について 

・2019 年 5 月 14 日(火)14:00〜、学士会館で行う予定。 

 

■検討事項 

１ 技術委員会の再編成 

・技術委員長が NII 高野先生から時実先生に交代することが決定。セミナーや勉強会な

どを中心に活動を進める。 

２ 次年度副会長の確認 

・富士フイルムが継続。もう１社は大日本印刷から寺田倉庫に交代。 

・当幹事会で了承を得たので、上記内容を総会にて諮る。 

３ その他 

・会員の獲得について、DAPCON の目的・スコープ・事業計画 をはっきりさせないと

難しいのではないか。→きちんと検討する必要あり。 

・半日ほどかけて行うような企業向けのセミナーイベントを DAPCON の主催で開催す

るのはどうか。DAPCON 会員社やその他の企業から４社ほど募り、技術的な内容や実

績などをメインに講演をお願いする。 

 

 

2.6.2. 総会 

2018年 6月 21日に 2018年度第 1回総会を実施した。議事要旨を以下に記載する。 

 

（１）第 1回総会（2018年 6月 21日） 

■出席者（五十音順、敬称略） 

IMAGICA Lab.、ヴィアックス、NTT データ、オラクル、ソニーストレージメディアソリ

ューションズ、大日本印刷、TRC-ADEAC、寺田倉庫、日本ユニシス、野村総合研究所、
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日立製作所、富士通、富士フイルム、ブックスキャン、ヤフー、ワンビシアーカイブズ、

事務局 

■配布資料 

資料１ デジタルアーカイブ推進コンソーシアム 2017年度 収支報告書 

資料２ デジタルアーカイブ推進コンソーシアム 2017年度 活動報告書 

資料３ デジタルアーカイブ推進コンソーシアム 2018年度 予算執行計画書 

資料４ デジタルアーカイブ推進コンソーシアム 会員等名簿 

資料５ デジタルアーカイブ整備推進法案（仮称）骨子案 

資料６ パイロット事業企画全体像及び事業ステップ 

資料７ Europeana Tech参加報告 

資料８ 2018年度 DAPCON 連続セミナー実施要綱 

資料９ デジタルアーカイブ産業領域に関わる統計、指標等の整備に資する調査計画 

資料 10 「データ活用の持続可能性検討委員会」の設置について 

 

【議事内容】 

冒頭に、来賓挨拶として前文部科学大臣・デジタル文化資産推進議員連盟幹事長の馳

浩衆議院議員にご挨拶をいただいたのち、デジタルアーカイブ推進コンソーシアム青柳

正規会長からご挨拶をいただいた。 

また、デジタルアーカイブジャパン構想推進議員連盟会長・デジタル文化資産推進議

員連盟会長の古屋圭司衆議院議員からの祝電を、デジタルアーカイブ推進コンソーシア

ム長丁光則事務局長が代読した。 

■議案 

１ 2017年度収支報告及び活動報告 

・2017年度収支報告書（資料１）及び活動報告書（資料２）の内容が説明され、承認

された。 

２ 2018年度予算（案） 

・2018年度 予算執行計画書（資料３）の内容が説明され、承認された。 

３ 副会長会員社の交代（案） 

・副会長会員社の 1社である NTTデータから富士フイルムに交代することで承認され

た。大日本印刷は今年度も継続する。 

 

■報告事項 

１ 新規会員及び新幹事紹介 

・会員等名簿（資料４）をもとに、新規会員及び新幹事が紹介された。 

２ デジタルアーカイブ整備推進法（仮称）について 

・5月 8日に行われたデジタル文化資産推進議員連盟総会にて提示されたデジタルアー
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カイブ整備推進法案（仮称）骨子案（資料５）の内容について説明された。デジタル

アーカイブ学会主催の法案説明会を 7月に行う予定である。 

３ パイロット事業の状況 

・パイロット事業企画全体像及び事業ステップ（資料６）をもとにパイロット事業の状

況について説明された。 

４ Europeana Tech参加報告 

・Europeana Tech参加報告（資料７）をもとに 5月 14日〜16日にオランダのロッテル

ダムで開催された Europeana Techについての報告が行われた。 

５ 2018年度デジタルアーカイブ連続セミナーの実施 

・昨年度に引き続き今年度も実施することになった。昨年度の受講者意見等を参考に構

成を変更し、7月〜11月の期間で行うことになった。詳細については、2018年度

DAPCON 連続セミナー実施要綱（資料８）に記載の通り。 

６ デジタルアーカイブ学会への調査委託結果（第１次） 

・昨年度デジタルアーカイブ学会へ依頼した調査委託結果（第１次）について報告され

た。第２次は現在取りまとめ中である。調査の概要・目的・調査項目については、デ

ジタルアーカイブ産業領域に関わる統計、指標等の整備に資する調査計画（資料９）

に記載の通り。 

７ 「データ活用の持続可能性検討委員会」の立上げについて 

・今年度立上げた新しい委員会である。委員会の概要については、「データ活用の持続

可能性検討委員会」の設置について（資料 10）に記載の通り。次回は 7月 10日に行

う予定である。 

 

全議題を終えたのち、副会長の大日本印刷株式会社 北島元治常務取締役と富士フイル

ム株式会社 長谷川文彦代表代理からご挨拶をいただき、閉会となった。 
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2.7. 関連外部研究機関、大学、東大 DNP 講座などとの連携 

本コンソーシアムと同時期に東京大学が中心となって発足した「デジタルアーカイブ学会」

と「デジタルアーカイブ研究機関連絡会」との連携も積極的に推進した。 

特にデジタルアーカイブ学会の活動・運営には本コンソーシアムから大きな支援を続けて

いる。 

本年度初めて設置された「専門職大学」（専門学校の大学化）のひとつである「東京ファッ

ション専門職大学」（日本教育財団）に本コンソーシアムから 2 単位（14 講義）の寄付事業

を実施することとした。講師は会員企業から派遣し、令和 2 年 4 月を目途に開講の準備を進

めている。 

東大 DNP 講座（正式には東京大学大学院情報学環 DNP 学術電子コンテンツ研究寄付講

座）の研究テーマである「学術デジタル教材」の支援を今年度から実施した。学術出版社か

ら教科書の素材をマイクロコンテンツとして提供していただき、実際の大学授業での利用モ

デル実験を東京大学（デジタルアーカイブ）、名古屋大学（電子工学）、筑波大学（情報科学）

で計画している。 
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2.8. 年次会計報告 

2018 年度の収支報告書を掲載する。 

 

  

（単位：円）

予算 実績 差額・備考

収入 ■昨年度繰越金 662,628 662,628

■年会費

見込予算 6,800,000

幹事（11社×40万円） 4,400,000

一般（11社×20万円） 2,200,000

利子 0 14

① 収入合計 7,462,628 7,262,642 △ 199,986

支出 ■事務局運営費

人件費 100,000 0

雑費（コピー用紙など） 100,000 34,704

資料購入費 150,000 7,560

交通費・出張費助成 100,000 572,184 ※オランダ出張のため

役員講演料・謝礼金 150,000 80,000

総会運営費 500,000 368,366

（小計1） 1,100,000 1,062,814 37,186

■広報普及費

取材費（講演会等、4回分） 500,000 80,000

ニューズレターNo.5：編集費、印刷費 300,000 261,280

ニューズレターNo.6：編集費、印刷費 300,000 314,820

ニューズレターNo.7：編集費、印刷費 300,000 210,870

ニューズレターNo.8：編集費、印刷費 300,000 210,870

年次活動報告書作成費 200,000 0

ホームページ運営費 200,000 240,000

パンフレット：改訂費、印刷費 50,000 15,752

（小計2） 2,150,000 1,333,592 816,408

■委員会等運営費

委員交通費 150,000 100,000

委員長謝礼金 200,000 220,000

外部有識者謝金 150,000 550,000

（小計3） 500,000 870,000 △ 370,000

■研修・交流事業費

会場費 300,000 54,000

謝礼金・講師料 500,000 300,000

講師交通費 50,000 0

セミナー合宿経費 400,000 357,112

交流会補助金 100,000 47,390

（小計4） 1,350,000 758,502 591,498

■調査費等

市場調査 500,000 500,000

協賛金等（2件） 1,000,000 340,000

（小計5） 1,500,000 840,000 660,000

■パイロット事業運営費 500,000 168,470

（小計6） 500,000 168,470 331,530

■予備費 362,628 0

（小計7） 362,628 0 362,628

② 支出合計 7,462,628 5,033,378 2,429,250

①−② 次年度繰越金 0 2,229,264 2,229,264



３４ 

 

 

3. 来年度活動予定 

（１）モデル事業開発 

① パイロット事業「デジタルアーカイブを通じた地方創生」 

  企画内容精査、関係省庁連携、パイロット事業実施 

② データ活用持続可能性検討会 

  大量データ保存・活用モデルのための PoC 実施、勉強会開催、関係省庁連携 

③ 書籍等テキストデータ再活用推進検討会 

  各所の課題整理と解決策検討、公開フォーラム開催、ビジネスモデル検討 

④ 大学デジタル教材開発検討会 

  学術出版物を教材として自由に利活用可能なライセンスモデル検討 

 

（２）セミナー・イベント等 

① 法的問題連続セミナー 

  セミナー開催（7 月、全 3 回） 

② 技術委員会開催セミナー 

  デジタルアーカイブ技術動向に関するセミナーの計画と開催（全 4 回） 

③ 第１回デジタルアーカイブ産業賞授賞パーティー 

  開催 7 月中旬予定 

 

（３）人材育成 

① デジタルアーカイブ連続セミナー第 3 期開講 

  7～11 月、全 5 回（第 3 回目は合宿） 

② 研修生 OB 会の発足 

  7 月予定 

 

（４）広報・普及 

① 情報会員制度の創設 

② ニューズレターの発行（年 4 回） 

③ 年度活動報告書の作成 

 

 


